暴力団排除に関する誓約書

中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）にかかる先端設備等導入計画認定の申請にあたり、交野市暴力団排除条例に基づき、暴力団に利することとならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記事項について誓約します。

記

１．次に掲げる者のいずれにも該当しないこと。
（１）暴力団（交野市暴力団排除条例（平成２４年１２月２７日交野市条例第３１号。以下「条例」という）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
（２）暴力団員（条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。）
（３）暴力団密接関係者（条例第２条第３号に規定する暴力団密接関係をいう。）
（４）前３号に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役員又はこれらに準じるべき者、支配人及び精算人をいう。）となっている法人その他の団体

２．前号の誓約事項に違反したときは、認定の取り消しその他市が行う一切の措置について異議を述べないこと。

３．市が暴力団及び暴力団員等に該当するかを確認するため、その役員等についての名簿等の提出を求めた場合には、速やかに必要な情報を提供すること。


令和　　　年　　　月　　　日

交野市長　様

（誓約者）
住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
（署　　名）
役職・代表者名　　　　　　　　　　　　　　　 
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